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概要 

 

 深刻化する気候変動は，私たち人類にとってこれからの大きなリスクとなっている．ま

た，化石燃料へのこれ以上の依存には，資源枯渇をはじめとするリスクが，さらに，原子

力発電には，福島原発事故で経験することになった様々なリスクがある．持続可能な未来

への選択肢を考えるには，これらのリスクや制約要件を踏まえることが重要である． 

 日本ではオイルショック以降，各分野で省エネ技術開発が進み，設備機器の更新時期も

迎え，省エネを進める好機にある．現在の工場，オフィスなどにおけるエネルギー効率に

は大きなばらつきがあり，省エネ効率向上の余地が多くあることを示している．商業化さ

れた技術を中心にした単なるエネルギー効率向上に止まらず，システム全体での省エネの

余地も注目される． 

本レポートでは，気候変動・原子力・化石燃料にまつわるリスクと制約を踏まえつつ，

持続可能な気候変動対策のビジョンとして，省エネルギー・再生可能エネルギーを軸とし

たシナリオの検討を行っている．シナリオの検討では，ボトムアップのモデルを使用し，

商業化された技術のみの導入を見込んだ保守的な想定のケースを中心に行っている．また，

資源利用の在り方が変化することによるスリム化と，限定的に新技術を織り込んだもう一

つのケースも検討した． 

試算の結果，商業化された技術の導入のみを見込んだケースであっても，2020 年に 1990

年比 25％，2050 年比 80％の削減が可能であることが示され，発電部門，産業部門におい

てより大きな削減余地が見いだせることが明らかとなった．さらに，これらの対策は，現

在約 25 兆円にも及んでいる化石燃料輸入費用の大幅な削減が見込まれ，それらが国内で

循環する経済的なメリットが生じることも着目される． 

 技術的に大幅削減が可能であるということ，それも，原発と化石燃料依存からの転換が

可能であるという結果は，これからの日本で気候・エネルギーに関する政策判断を行う際

に重要であり，これらを実現することが，福島第一原発事故から 3 年を経た現在の日本の

取るべき方向性である． 

 

 

本報告書は，2013 年度三井物産環境基金研究助成を受けて実施した共同研究「2030 年の省エネ・

エネルギー効率向上の可能性分析と政策研究」の成果の一環として，2013 年環境経済政策学会 2013

年大会，エネルギー・資源学会第 30 回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンスでの論文

発表を踏まえて，気候ネットワークが取りまとめるものである． 

 

共同研究者：平田仁子（気候ネットワーク），外岡豊（埼玉大学），歌川学（産業技術総合研究所）
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はじめに 

 
気候変動の進行と，将来にわたるさまざまな深刻な悪影響については，複数の機関が厳しい

実情と警告を発しており，そのリスクはより顕著になっているi．また，化石燃料は，気候変動

の主要な要因であるだけでなく，その継続利用は，極めて不安定な資源価格に依存することと

なると考えられるii．化石燃料依存への経済的なリスクについては，2011年からのエネルギー

価格高騰によって，日本でもその問題点が改めて認識されているところである．さらに，2011

年3月の東京電力福島第一原発事故により，私たちは原子力発電の大きなリスクがあることを

確認させられることとなった．事故以来，エネルギー問題への関心は高まり，原発に依存しな

いエネルギー社会の実現を求める声が高まっているiii．こうした状況を受け，気候変動及びエ

ネルギー政策では，気候変動のリスクと同時に，原子力発電や核廃棄物のリスクを回避し，化

石燃料消費削減，鉱物資源消費の削減を同時に実現する解の検討が求められている1)． 

しかし，民主党政権下の2012年には，エネルギー政策の再検討と国民的議論が行われたもの

の，同年末の自民党政権復活の後は，気候変動とエネルギーを一体的に検討する動きは鈍り，

原発事故後3年を経ても，日本の具体的な方針は定まらないという惨憺たる状況にある． 

これまで，気候変動政策及びエネルギー政策を決定する際に行われてきた国の審議会等では，

日本のエネルギー需給や温室効果ガス排出量の将来予測の検討については，省エネ対策技術の

普及を限定的な調査範囲でしか見込まず，原発利用を前提に，産業構造を現状のまま延長する

ことを前提としたシナリオが多用されてきた．その傾向は，原発事故後になされた将来予測の

検討においても，大筋変わっていないiv，一方，原発事故後，エネルギー転換についてより積

極的に検討した分析もなされてきた2)3)4)5)6)7)．この中には，原発縮小・廃止と温室効果ガス排

出削減を両立させるシナリオも検討されている3)4)5)6)7)． 

本報告書は，こうした先行研究を踏まえ，原発縮小下の持続可能な社会を展望するビジョン

の下，日本の中長期の気候変動政策・エネルギー政策の方向性を示すシナリオ検討の結果を報

告するものである．これを一つの材料に，2020年，2030年， 2050年に向けたビジョンについ

て活発な議論が行われ，実効性の高い戦略，政策が構築されることを望みたい． 

研究代表 平田仁子 

１．現状の把握と問題意識 

 

1.1 回避しなくてはならない悪影響とリスク 

 気候変動問題を始めとする地球環境問題や環境破壊の実態は極めて深刻であり，将来世代に

もたらされるさらなる悪影響やリスクを回避する気候変動・エネルギー政策を選択していくこ

とは不可避である1)． 
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私たちが直面する課題の第１は，気候変動の悪影響の防止である．国際的には，世界の平均

気温上昇を産業革命前から2℃未満とすることが提案され，この目標は国際合意文書にもたび

たび盛り込まれているv．また，気温上昇を産業革命前から2℃から2.4℃の上昇の範囲に止める

場合，世界のCO2排出量のピークを2015年までに迎えてその後は削減に向かわせ，また，2050

年には2000年比50～85％削減（IPCC第4次報告で50～85％削減）することが求められる．そ

のための先進国の分担では温室効果ガスを2020年に25～40％削減（1990年比），2050年に80

～95％削減（同）することが必要であり，その水準が国際的な目標の目安となっている．この

水準の対策を行わなければ，対策費用を大きく上回る適応コストがかかると警告されている． 

 課題の第２は，化石燃料リスクである．今後，化石燃料資源は枯渇に向かうことから，IEA

（国際エネルギー機関）は価格が上昇して行くと予測している．また，それだけでなく，中国

をはじめとした新興国を中心にした途上国における需要増により，急な価格高騰や供給途絶な

どのリスクもある．日本では，2011年の福島第一原発事故後，化石燃料の中でも原油と天然ガ

スの価格が2010年度比で4～5割も高騰し，2012年度の日本の化石燃料輸入は，価格総額は約

25兆円と約3割増加した．このうち，原発事故以降の節電や省エネの進展により，2012年度の

輸入量は2010年度比5％の増加に止まっており，価格高騰要因が負担を大きくする要因となっ

ている．25兆円という輸入額は，国内GDPの5％に相当し，極めて大きな額である．さらに，

化石燃料消費では先の気候変動以外にも，大気汚染をはじめとした有害物質汚染の問題がある．

とりわけ石炭では多数の有害物質を排出するためその問題が大きい．海底油田やシェールガス

などの非在来型化石燃料でも地域の環境汚染の問題が顕在化しつつある． 

 課題の第３は，原子力発電のリスクと放射性廃棄物の問題である．東京電力福島第一原発事

故で，周辺広域が高濃度に汚染され，広範囲の住民が長期的な避難を強いられることになって

いる．また，避難できない地域の人々は放射線被曝にさらされており，今後の健康被害の増加

が懸念される．除染や避難からの復帰の見込みが立たない地域も多く，農林水産業などの復興

はさらに時間がかかるとみられる．世界でもとりわけ地震の多い地域になお48基もの原発が立

地する日本では，事故リスクも他地域より高くなっている．加えて，仮に事故がなくても放射

性廃棄物を10万年以上など長期にわたって安定的に保管することが求められるが，その対応策

には全く着手できていない． 

 これからのエネルギー・環境のシナリオや政策を検討する際には，これらの課題を十分に踏

まえることが必要であり，本研究でもこれらを十分踏まえることとする． 

 

1.2 省エネルギー対策技術の進展について 

 日本のCO2排出量は，約3分の2を電力部門と産業部門が占めており（直接排出・図1の内円），

残り約３分の１を運輸部門，業務部門，家庭部門などが占めている．これらの各部門では，同

じ業種に属する施設や工場のエネルギー原単位やCO2原単位を比較すると大きなばらつきがあ

り，高効率のところとそうでないところとの差が大きく，対策によってCO2を削減できる大き

な可能性が見いだせるvi．省エネ法（エネルギー使用の合理化に関する法律）において設定さ
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 発電部門では，かつての蒸気タービンのみによるLNG火力発電は，発電効率40％を下回って

いたが，1990年代から，コンバインドサイクル発電により50％を超える発電効率（高位発熱量）

になり，最新型では，53～54％に上っており，排熱利用分を除いても従来型に比較して25～

30％の発電用燃料の削減が可能になっている． 

 産業部門では，新しい生産技術とともに，インバータ化技術や台数の制御，部分的・極所的

なオーバースペック分の排除，熱利用では排熱回収技術の普及，熱のカスケード利用，蒸気系

の断熱などにより，個別機器・設備の効率を向上させる対策による省エネに加え，システム全

体の効率を大幅に向上させることが可能になった． 

 業務・家庭部門においては，冷凍空調と照明も省エネ技術の向上が著しい．照明では大震災

後，照度を下げても問題ないことが確認され，LED導入とあわせて大幅な省エネが既に実現さ

れているが，有機ELのような新技術の実用化にも期待が大きい．冷凍空調では，石油危機以降

の導入設備が老朽化し，更新により大幅な効率改善が可能になっている．また，クリーンルー

ムやデータセンターなど冷凍空調設備を多用するエネルギー多消費施設の運用では，温度湿度

設定範囲を機器や生産物に悪影響のない範囲で緩めることで，仮に旧型空調機器を更新しない

場合でもエネルギー消費量の30～40％の大幅削減を得るケースもある．旧型空調機器の最新省

エネ型への更新とあわせて実施すればエネルギー消費量が半減以下になる場合もある． 

 建築の断熱，遮熱技術も近年大きく改善している．BEMS（ビル・エネルギーマネジメント

システム），HEMS（ホーム・エネルギーマネジメントシステム），CEMS（シティ・エネル

ギーマネジメントシステム）によるエネルギー情報と需給管理制御の改善，コミッショニング

による最適設備更新等も効果が期待できる． 

 運輸部門では，自動車の技術では，ハイブリッド車等の最新技術もあるが，ガソリン乗用車

にも1990年代よりも2割以上の燃料消費削減の可能な車がある．また電気自動車の普及にも期

待ができる．  

日本では，石油危機以来「省エネ先進国」とうたわれ，更なる技術普及による省エネの余地

は小さいと考えられてきた．今日までこの後遺症を引きずる傾向があるが，四半世紀以前の努

力による省エネ技術が設備としても更新の時期を迎えていることから，優良な省エネ技術やシ

ステムを確実に普及する投資回収年の短い省エネ対策を実施する余地が大きくなっている． 

再生可能エネルギーは，その多くに燃料コストがかからず，環境負荷が小さく，さらに諸外

国の事例から，導入拡大につれてコストが低下していくと見込まれている技術である．従来の

ポテンシャル予測でも，日本の電力消費を上回る再生可能エネルギー電力供給の可能性が指摘

され，今後の大幅拡大の余地がある．加えて，再生可能エネルギー熱利用の普及により，低温

熱利用を中心に大きな可能性がある．将来は日本においても再生可能エネルギー100％が可能

という試算も検討されている4)． 

さらに，脱化石燃料に向けた過渡的な対応として，石炭から天然ガスへの燃料転換により，

発電所の排出を大きく削減することが可能である．1990年以降，火力発電（自家発を含む），

産業用蒸気，産業部門の熱利用で石炭の割合が増加していることから，その削減余地も大きい
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と言える．なおこの場合でも，省エネを進めることによって，天然ガス消費量は現状程度に抑

えることが可能である． 

 

1.3  持続可能な社会に向けた産業・社会構造の転換 

 日本の産業・社会構造は，2050年に向かって社会のニーズに合わせて転換されていくと考え

られる．既に石油危機以降の日本の産業・社会構造の変化のトレンドとして，製造業の売上高

比や雇用者数比において，資源やエネルギーを大量消費する産業から，資源やエネルギーの利

用が少なく付加価値が高い産業へシフトしている傾向が見られる．インフラのストックが充足

した成熟社会となった日本では，今後この傾向が一層加速することが考えられるviii． 

 運輸においても，公共インフラを拡張整備し，車や飛行機の利用が増加していくという従来

型モデルからの変化が進み，単なる機器の効率化だけでなく輸送距離短縮・効率化，輸送機関

分担の変化，在庫管理などロジスティクス全体を通じた省エネが得られると考えられる． 

 また，資源制約の観点から，石油製品や素材利用などの材料資源の有効活用・抑制が要請さ

れ，それにあった産業活動と地域貢献へのシフトが起こっていくことが見込まれる． 

２．2050 年への社会のビジョン 

 

 ここまでで紹介した問題認識，社会の制約要件を踏まえ，2050年に向けた日本のビジョンを

以下のように整理する． 

 気候変動対策に関しては，世界5番目の排出国である先進国として，また，一人あたり排

出量が世界平均よりもはるかに大きい国として，日本が将来世代に対し大きな責任を有す

るとの認識に立つ．グローバルな問題解決には世界全体で排出削減に取り組む必要があり，

途上国の持続可能な発展に資する技術の移転や資金供与への日本の役割は大きいが，その

ためには，日本が国内において積極的かつ計画的に気候変動対策を先んじて実施し，国内

企業の更なる技術開発を促し，低炭素社会を実現していかなければならない．その経験と

技術の国際的波及を通じて，日本は世界の国々をけん引する役割を担う． 

 日本の責任の水準としては，国際的に共有される，温室効果ガス排出量を1990年比で2020

年に25％，2050年に80％以上削減することが妥当であり，エネルギー起源CO2でも同水準

の目標を満たすことが求められるものとする． 

 日本が直面するさまざまなリスクと制約を踏まえ，原発には依存せず，かつ化石燃料依存

を低下させながら，省エネルギーと再生可能エネルギーを軸とした持続可能なエネルギー

システムへ転換していく．その際のアプローチには，人々のニーズや快適さを失うような

我慢を強いず，地域・都市両方でのより豊かな社会構築を目指す． 

 産業・社会構造の変化が一層進み，資源の利用抑制，再利用を基本に，エネルギー多消費

の社会構造を脱した持続可能な社会システム，社会規範，産業構造が構築される． 
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３．シナリオの方法論と想定 

 

シナリオ検討は，エネルギー起源CO2に限る．また，技術普及による削減量を効果的に取り

入れるため，モデルではボトムアップモデルを使用し，以下の想定を行う（詳細は末尾の付録

表を参照）．その際には，各部門における個別設備の効率化に止まらない，システム全体の改

善になる省エネのポテンシャル，経済発展のパターンとして環境保全や資源制約とも両立する

省資源・省エネ型の付加価値の高い経済社会へのシフトなどの可能性に注目する． 

 

3.1 省エネルギー技術の想定（表 1） 

(1) まだ見ぬ新技術についての考え方 

期間の限られる2030 年はともかく，2050 年までには，さまざまな新技術が開発されるこ

とが考えられる．ただし，それらの可能性について現時点で効果や普及率を見込むのは難しい．

新技術には「開発リスク」（技術開発自体に失敗するリスク）があり，また研究レベルで開発

を終了しても導入コストが下がらず普及に至らない「商業化リスク」があるためである． 

新技術の導入にはこうした点があることを考慮し，ここでは，後述のように，想定する省エ

ネ対策は商業化された省エネ技術の普及を拡大することを主とする保守的な想定を行う．その

上で，新技術については，鉄鋼高炉の既存技術の改良を超えた新技術（現状比2 割の省エネ）

等を限定的に用いるケースを別に試算する． 

 

(2) 商業化された技術について 

商業化された技術に関しては，設備更新，システム改修，運用（我慢やサービス低下を伴わ

ないもの）の3つを重視し，それらの普及を見込む． 

省エネ対策の効果の評価には，設備更新・システム改修に関する対策データが広く得られる

部門では個別対策導入効果を試算する．対策データが不十分な部門や，施設ごとの効率が整理

されている部門（発電所など）は施設ごとの原単位比較から削減効果を試算する．個別には以

下の通りに想定する． 

 火力発電所は，発電効率で技術到達点が把握されるため，現在実用化されているトップ施

設の効率を新設施設の効率とする．発電所の新設については，LNG 火力発電所は2020 年

までは基本的に電力各社の供給計画とする．また，基本的に新型発電所を優先するものと

し，2020 年頃には旧型のものはごく限られたピーク利用のみとなる．石炭火力発電所，

石油火力発電所では改善を見込まない． 

 工場の対策では，素材製造業の工場と，食料品製造，機械製造などの非素材製造業の工場

を分けて検討する．これらはいずれもエネルギー多消費設備の実態とその対策把握が不十

分であるだけでなく，システム効率向上（出力制御台数制御，熱回収蒸気回収対策等）が

対策から漏れがちであるため，以下のように省エネ導入評価を想定する． 



9 

 

 素材製造業では，省エネ法ベンチマーク等で得られる優良施設の原単位を参考に，

2030 年頃にはベンチマーク水準に全事業所が移行するとして対策導入効果を推定． 

 非素材製造業は，生産指標の取り方が難しく，原単位データが整備されず，個別対

策のデータも少ない．そこで，非素材製造業の省エネ対策可能性は，生産用設備と

非生産用設備（工場の従業者用空調照明など）を分けた上で，生産用設備の対策に

ついては，過去の補助事業やESCO 事業などの対策効果が，2030 年には多くの工

場で得られるとする．工場の従業者用空調照明は，業務部門の省エネ検討で得られ

た対策効果を想定． 

 運輸，業務・家庭は個別技術対策を検討する． 

 運輸旅客の乗用車，バス，タクシーについては，自動車を更新する際の燃費改善を

想定．運輸貨物のトラック対策についても自動車を更新する際の燃費改善を想定． 

 エコドライブについて，自家用車の企業利用，およびバス，タクシー，トラックに

ついて改善を想定． 

 業務と家庭については新築・大規模改修時の断熱建築の導入，機器更新時の省エネ

型機器更新を想定．また，暖房についてはヒートポンプ化・ノンフロン化を想定． 

 

表1 省エネ対策の想定の概要 

部門など 
想定技術 

（既存優良技術） 
想定技術 
（新技術） 

エネルギー転換 
（発電）部門 

・LNG火発（汽力発電）は2030年に全てコンバインド

サイクルに移行 
・石炭石油火力は縮小 

 

産業 
部門 

素材系製造業 
・省エネ法ベンチマーク想定水準を2030年に全工場が

達成（注） 
鉄鋼高炉の新技術 

非素材系製造

業，非製造業 

・生産設備は環境省自主参加型排出量取引，ESCOなど

の対策水準を想定する．ここには，設備更新だけでなく，

熱回収などの各種改修，あるいはクリーンルーム・恒温

室の設定などの運用も含まれる． 
・従業者向け空調照明は業務部門の対策に準ずる． 

 

業務部門（注2） 
・設備・機器の効率改善 
・建築物の省エネ向上 
・BEMS，CEMS 

 

家庭部門（注2） 

・機器の効率改善 
・住宅の省エネ向上 
・HEMS，CEMS 
・集合住宅ではCO2HPを加えた中央ボイラで給湯，暖

房，冷房 

調理器具の高度制御

技術 

運輸旅客部門 ・トップランナー燃費車に順に置換  

（注1）ベンチマーク水準は，トップランナーではないので，実際の削減余地はもっと大きい． 

（注2）我慢を強いる無理な対策は見込まない． 
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3.2 再生可能エネルギーの想定（表 2） 

再生可能エネルギー電力は，2030 年までについては，政府の「エネルギー・環境会議」で

検討された導入量を参考に，2050 年には最大でその2 倍まで導入されるとする． 

再生可能エネルギー熱利用については，業務部門，家庭部門の低温熱を中心に導入を想定し，

家庭では化石燃料の低温熱利用が2030 年までになくなり，業務部門でも2050年までになくな

ると想定する． 

 

3.3 燃料転換（表 2） 

化石燃料のうち，石炭と天然ガスでは同じエネルギー消費量でもCO2 排出量に約2 倍，石

油と天然ガスでも約1.4 倍の違いがある．この性質を利用し，発電所では省エネと再生可能エ

ネルギー導入により火力発電の発電量が減っていく場合に，燃料転換対策として，低炭素のも

のを残すように優先順位を定める．また，産業・業務では，価格の高い石油から天然ガスへの

転換を想定する．化石燃料から電気への転換想定としては，2030 年には鉄鋼における電炉割

合が5 割，運輸旅客で2030 年に電気自動車が10～20%導入されると想定する． 

 

3.4 原子力発電，その他技術について（表 2） 

原子力発電は，事故等の安全性と放射性廃棄物の問題が顕然と存在し，また，安全規制上の

観点でも課題が多いことなどを踏まえ，いずれの再稼働もなく，将来的にも使用しない想定と

する．また，燃料電池，水素利用，CCS（二酸化炭素固定貯留技術），海外排出枠の購入につ

いてもここでは想定しない． 

 

表2 再生可能エネルギー普及・燃料転換・原子力 

年度 燃料転換 
再生可能エネルギー 

原子力 
電力 熱利用 運輸燃料 

2020 
・計画的な石炭・石油

から天然ガスへの転換 
・エネルギー環境

会議想定程度8) 
・集合住宅給湯太陽

熱・バイオマス・

CO2HPの普及 

・見込まない ・安全審査な

ど不透明な

ため，BAU
ケースを含

め，今後ゼロ

とする． 
2030 

・電力では石炭，石油

消費を副生ガス関係以

外転換終了 

・エネルギー環境

会議想定程度8) 
・家庭用給湯暖冷房

太陽熱温水器木質バ

イオボイラの普及 

・自動車燃料につ

いて全体で10％
分の転換 

 

3.5 活動量について（表 3） 

活動量は，従来トレンドに沿った変化をする場合と，エネルギー消費に影響のある材料生産

消費に関して，無理のないスリム化を実現するケースを検討する． 

従来トレンド通りの場合としては，2030 年までの活動量（生産量，輸送量，業務床面積，

世帯数）は，「エネルギー・環境会議」8)の想定のうち，「慎重ケース」の値ixとする．ただし，
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粗鋼生産量，セメント生産量，運輸貨物輸送量についてはリーマンショック後の動向を考慮し，

「低成長ケース」の値を用いる．2050 年には人口減に応じて活動量が減少するものとする． 

スリム化実現の場合としては，主に建設分野の長寿命化などにより鉄鋼で1 割，セメントで

2割の追加削減を見込む． 

2030年以降，2050年に向けたその他の各種活動量として，人口予測には，国立社会保障・

人口問題研究所の出生中位死亡中位予測にあわせて推定した．また，持続可能な社会への転換

の一環として，材料の効率的利用，輸送の効率化として表3の効果を見込んでいる． 

 

表3 材料の効率的利用・輸送の効率化 

ケースなど 材料の効率的利用 輸送の効率化 

対策ケース1 
・リサイクル材の多用（電炉の割合を拡大） ・運輸業と自家用車企業分のエコド

ライブなど． 

対策ケース2 

・資源消費量削減（鉄鋼，セメント，紙パルプ，

アルミ，プラスチック等） 
・建築の長寿命化による建材生産の削減 
・将来のビル建築は鉄筋コンクリートから鉄骨

構造物への転換 
・建材と容器包装材の再使用，リサイクル促進

による材料生産の削減 
・炭素繊維，木質系素材への転換 

・コンパクトシティ化や公共施設の

配置変更による輸送距離縮小 
・公共交通機関のシェア拡大 
・貨物のモーダルシフト拡大 

 

3.6 ケース分けについて（表 4） 

これらの想定をもとに，特段対策を行わないBAU ケースのほか，商業化された技術対策の

みを用いるケース（対策ケース1），技術対策と材料消費・運輸の効率化を併用し，かつ新技

術の活用を行うケース（対策ケース2）について検討する． 

 

表 4 各ケースの想定について 

 技術対策（省エネ） 材料と運輸の効率化（スリム化） 

BAU ケース 特になし 特になし 

対策ケース１ 
（技術普及対策） 

省エネ，燃料転換，再生可

能エネルギー普及におい

て，既存優良技術を普及 

想定される将来トレンド通り 

対策２ケース 
（技術普及対策＋スリム

化・新技術） 

上に加え，将来有力視され

る新技術の活用 
物質生産や輸送量等に関し，必要とされる

社会サービスを維持しながらスリム化を

図り，資源消費を削減 
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５．試算結果の考察 

 

5.1 試算結果について 

気候変動リスク，化石燃料リスク，原子力リスクなどの制約要因から，将来世代に悪影響を

及ぼさないエネルギー需給の前提条件を検討し，2020年，2030年，2050年に向けた気候変動

対策，エネルギーシフトについて検討を行い，以下の結果を得た． 

  

 活動量が現状推移の場合，技術的検討においては，原発に依存せずに，省エネ技術普及対

策，燃料転換，再生可能エネルギー普及等の商業化済みの技術対策の導入により，我慢を

強いる対策や開発リスクのある新技術などを見込まなくても，エネルギー起源CO2排出量

を2020年に25％削減，2030年に50％削減，2050年に80～95％削減（いずれも1990年比）

を無理なく行うことができる．ただし，2020 年の対策は2014 年からの設備更新改修を

想定しているため，導入が遅れれば対策効果は徐々に小さくなる． 

 活動量変化の要因分析では，材料生産量がリーマンショック前の高い水準に戻る傾向にな

るエネルギー・環境会議「慎重ケース」相当の生産量で計算した場合でも，1990 年比で

2020 年に25％以上，2030 年に50％以上，2050 年に80％以上削減する技術的可能性が

ある．また，産業・社会構造の転換を見込むことで，気候変動リスクに対応する目的に資

するレベルのエネルギー構造の転換，及び温室効果ガス削減は余裕をもって可能である． 

 経済影響に関しては，対策をしない場合に比較し，対策を取る方が，化石燃料輸入額が大

幅に減少する．この減少分を対策投資などで国内産業需要や雇用に回し，経済への好影響

が得られる可能性も示唆された． 

 また，経済影響に関しては，ここでは波及効果は計算していないが，設備投資主体の直接

効果としては，対策は商業化技術のみ（対策ケース1）あるいは主とすることで（対策ケ

ース2），基本的に投資回収可能で，一定の仮定を置いて計算した対策全体の単純投資回

収年は5年程度の中期と見られる．こうした費用対効果の比較的高い対策により，中期的

なトータルコストはマイナスになり，投資回収後はこの金額分が得になる．また，対策投

資の多くは国内企業に回り，雇用増をはじめ国内経済への寄与があるものと考えられる． 

 

5.2 先行研究との比較による考察 

先行研究との比較では，次のことが指摘できる． 

 政府の「エネルギー・環境会議」において検討された際に用いられたいずれのモデルより

も，温室効果ガス排出削減量が大きく，燃料転換及び再生可能エネルギー導入のスピード

が速く，より速やかに持続可能な社会へ転換するモデルであるといえる． 
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 本モデルの先行研究シナリオとの比較では，エネルギー転換部門における省エネ技術対策

の普及と燃料転換による排出削減，産業部門における省エネ技術対策の普及による排出削

減を一定程度深く見込んだことが特徴である．全体として各種制約要件を満たすこととし

ている．対策ケース１では既存技術で対応することを見込み，技術的には保守的なシナリ

オと考えることができる． 

 本モデルでは，重化学工業基礎品の国内生産量の長期的な見通しは需要構造の変化などに

より生産量が減少傾向となる可能性があり，それを一部反映し，制約要件を踏まえて将来

ビジョンと整合的に想定されているところも特徴である．これに対し，政府で検討された

モデルや業界の自主行動計画では実態に合わない右肩上がりを想定がなされているもの

も多い． 

６．モデル試算を踏まえた提言 

 

 本モデル試算で示されたよう，既存の商業化技術の普及を基本にした保守的な技術対策を前

提としても，2050年80％以上の削減は実現可能であるというだけでなく，2020年，2030年も

遅延なく，技術普及を行えば，大幅な削減が実現できることがわかる．課題は，それらを実際

に加速度的に普及させていくための政策判断と政策実施によると言える． 

 国内では，意欲的な2020年，2030年の温室効果ガス削減目標の設定には，原発の再稼働が

なければならないとの認識も見られるが，本モデル結果からは，主要な排出原因である石炭対

策を重点に実施し，需要側のスマートな省エネと再生可能エネルギー普及を進めれば，発電部

門を中心に大幅削減が実現でき，原発は必要ないことが指摘される．再稼働ありきではない気

候変動政策，目標は，日本において十分計画・実施可能である． 

政策検討に際しては，技術的には十分に可能であることが示された本モデルの試算結果を実

現するために，原子力に依存ぜず，かつ化石燃料の消費を減らして行く政策の方向性を明確化

し，具体的な計画・政策を実施していく手段を考察することが必要である．具体的には，化石

燃料消費の年次目標設定，再生可能エネルギー燃料の利用促進のための手法・体制整備・制度

構築，需要側の着実なエネルギー消費削減のための手法・制度構築などの検討が必要と考えら

れる．その上で，日本は，国連で目指される新たな世界の枠組み作りにおいて「2015年合意」

に向け，意欲的な目標を掲げるとともに，国内体制を整備することが求められる． 

 また，工場や業務施設などの各種技術対策の中の改修対策，運用対策（我慢を強いるような

無理な省エネ行動やサービス低下を除く）にはまだ多くの整理されていない対策余地があるこ

とが示唆される．実態把握を進めて様々な情報を収集・共有・整理し，多くの主体の対策に役

立てていくことが必要である． 
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9 

1,
17

7 
47

8 
69

9 
70

6 
18

6 
52

0 
37

5 
34

 
34

1 

運
輸

 
3,

39
6 

3,
32

9 
68

 
2,

40
7 

2,
33

2 
75

 
1,

79
2 

1,
65

9 
13

3 
1,

06
3 

81
3 

25
0 

 
運
輸
旅
客

 
2,

10
7 

2,
04

3 
64

 
1,

37
2 

1,
30

3 
68

 
95

3 
83

3 
12

0 
56

4 
36

4 
20

0 

 
運
輸
貨
物

 
1,

28
9 

1,
28

6 
3 

1,
03

5 
1,

02
8 

7 
83

9 
82

6 
14

 
49

9 
44

9 
50

 

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

20
10

年
比

 
 

 
 

 
 

-3
2%

 
 

 
 

-5
8%

 
 

 
 

-7
1%

 
 

 
 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー

20
10

年
比

 
 

 
 

 
 

-2
3%

 
 

 
 

-4
6%

 
 

 
 

-5
8%

 
 

 
 

  
 



20
 

 表
A2
-2
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
（
技
術
普
及
対
策
ケ
ー
ス
）
 

 

20
10

 
20

20
 

20
30

 
20

50
 

総
量

 
P

J 
石
炭

 
石
油

ガ
ス

原
子 力

再
エ ネ

総
量 P
J 

石
炭

石
油

ガ
ス

再
エ ネ
 

総
量 P
J 

石
炭

石
油

ガ
ス

再
エ ネ
 

総
量 P
J 

石
炭

石
油

ガ
ス

 
再
エ ネ
 

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給

19
,6

69
 

25
%

 
36

%
21

%
13

%
5%

13
,2

86
 

22
%

30
%

38
%

10
%

 
8,

28
7 

12
%

26
%

38
%

25
%

5,
77

9 
4%

5%
36

%
 

55
%

 

発
電
用
投
入

 
9,

17
9 

29
%

 
9%

27
%

27
%

7%
5,

83
7 

31
%

10
%

47
%

12
%

 
3,

13
1 

4%
1%

55
%

40
%

1,
89

1 
0%

0%
0%

 1
00

%
 

熱
利
用
（
電
気
は
除
く
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

 
9,

64
2 

20
%

 
61

%
16

%
 

 
4%

7,
39

6 
16

%
45

%
31

%
8%

 
5,

11
3 

16
%

41
%

28
%

15
%

3,
88

4 
7%

7%
54

%
 

32
%

 

産
業

 
4,

62
5 

40
%

 
34

%
18

%
 

 
7%

3,
58

5 
32

%
22

%
37

%
9%

 
2,

73
0 

30
%

23
%

39
%

9%
2,

27
7 

11
%

1%
67

%
 

20
%

 

 
非
製
造
業

 
33

2 
0%

 
88

%
12

%
 

 
0%

29
1 

0%
66

%
30

%
5%

 
24

9 
0%

65
%

31
%

5%
24

9 
0%

14
%

44
%

 
43

%
 

 
製
造
業

 
5,

70
8 

43
%

 
31

%
19

%
 

 
8%

4,
48

1 
35

%
18

%
37

%
10

%
 

3,
41

3 
32

%
18

%
40

%
9%

2,
76

1 
13

%
0%

70
%

 
18

%
 

家
庭

 
2,

15
4 

0%
 

58
%

40
%

 
 

2%
1,

84
2 

0%
29

%
44

%
27

%
 

97
0 

0%
0%

0%
10

0%
1,

14
8 

0%
0%

0%
 1

00
%

 

業
務

 
1,

63
3 

0%
 

59
%

41
%

 
 

0%
1,

17
7 

0%
29

%
71

%
0%

 
70

6 
0%

30
%

70
%

0%
37

5 
0%

0%
0%

 1
00

%
 

運
輸
燃
料
（
電
気
は
除
く
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

運
輸

 
3,

32
9 
 

 
10

0%
 

 
 

 
0%

2,
33

2 
 

 
92

%
8%

0%
 

1,
65

9 
 

 
85

%
15

%
0%

81
3 
 

 
30

%
69

%
 

2%
 

 
運
輸
旅
客

 
2,

10
7 
 

 
10

0%
 

 
 

 
0%

1,
37

2 
 

 
99

%
1%

0%
 

95
3 
 

 
97

%
3%

0%
56

4 
 

 
45

%
51

%
 

4%
 

 
運
輸
貨
物

 
1,

28
9 
 

 
10

0%
 

 
 

 
0%

92
9 
 

 
82

%
18

%
0%

 
75

6 
 

 
73

%
27

%
0%

41
4 
 

 
17

%
83

%
 

0%
 

四
捨
五
入
の
た
め
合
計
は
あ
わ
な
い
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 表
A2
-3
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

CO
2
排
出
量
推
移
（
技
術
普
及
対
策
ケ
ー
ス
）
単
位
百
万

t-
CO

2 

19
90

20
10

20
20

20
30

20
50

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給

 
1,

05
9

1,
12

3 
78

8 
38

8 
14

5 

エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換

 
 

50
3 

35
3 

11
2 

0 

 
発
電
（
自
家
発
電
も
含
む
）

 
 

42
1 

33
8 

99
 

0 

 
産
業
用
蒸
気
（
主
に
素
材
製
造
業
用
）

 
 

44
 

16
 

13
 

0 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

 
 

62
2 

43
6 

27
7 

14
5 

産
業

 
 

29
7 

21
1 

15
7 

10
1 

 
非
製
造
業

 
 

22
 

17
 

15
 

8 

 
製
造
業

 
 

27
5 

19
4 

14
3 

93
 

 
 
素
材
系

 
 

16
5 

11
1 

78
 

55
 

 
 
非
素
材
系

 
 

11
0 

83
 

65
 

38
 

家
庭

 
 

61
 

42
 

0 
0 

業
務

 
 

39
 

26
 

10
 

0 

運
輸

 
 

22
5 

15
6 

10
9 

44
 

 
運
輸
旅
客

 
 

13
7 

89
 

57
 

20
 

 
運
輸
貨
物

 
 

88
 

60
 

47
 

18
 

19
90

年
比

 
 

6%
-2

6%
-6

3%
-8

6%

20
10

年
比

 
 

 
-3

0%
-6

5%
-8

7%
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 表
A3
-1
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
推
移
（
新
技
術
＆
ス
リ
ム
化
ケ
ー
ス
）
 
単
位

PJ
 

 
 

20
10

 
20

20
 

20
30

 
20

50
 

総
量

 
熱
・
燃
料

電
力

総
量

 
熱
・
燃
料

電
力

総
量

熱
・
燃
料

 
電
力

総
量

熱
・
燃
料

電
力

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給

 
19

,6
69

  
 

13
,2

86
  

 
8,

02
3 

 
 

4,
92

3 
 

 

エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
ロ
ス

 
6,

43
6 

 
 

3,
08

1 
 

 
1,

15
6 

 
 

15
8 

 
 

 
う
ち
発
電
ロ
ス

 
5,

20
1 

 
 

2,
74

6 
 

 
86

5 
 

 
0 

 
 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

 
13

,2
33

 
9,

64
2 

3,
59

1 
10

,2
06

 
7,

39
6 

2,
81

0 
6,

86
6 

4,
88

0 
1,

98
6 

4,
76

6 
3,

22
9 

1,
53

6 

産
業

 
6,

05
0 

4,
62

5 
1,

42
5 

4,
78

0 
3,

58
5 

1,
19

5 
3,

57
7 

2,
66

3 
91

4 
2,

28
6 

1,
70

3 
58

3 

 
非
製
造
業

 
34

2 
33

2 
9 

29
9 

29
1 

8 
25

6 
24

9 
7 

25
6 

24
9 

7 

 
製
造
業

 
5,

70
8 

4,
29

3 
1,

41
6 

4,
48

1 
3,

29
4 

1,
18

7 
3,

32
1 

2,
41

4 
90

7 
2,

03
0 

1,
45

4 
57

6 

 
 
素
材
系

 
3,

11
8 

2,
51

6 
60

2 
2,

36
5 

1,
85

8 
50

7 
1,

65
8 

1,
29

4 
36

4 
65

0 
48

4 
16

5 

 
 
非
素
材
系

 
2,

59
0 

1,
77

6 
81

4 
2,

11
6 

1,
43

6 
68

0 
1,

66
2 

1,
12

0 
54

2 
1,

38
0 

97
0 

41
0 

家
庭

 
2,

15
4 

1,
15

5 
99

9 
1,

84
2 

1,
00

2 
84

0 
97

0 
53

8 
43

2 
1,

14
8 

76
0 

38
8 

業
務

 
1,

63
3 

63
4 

99
9 

1,
17

7 
47

8 
69

9 
70

6 
18

6 
52

0 
37

5 
34

 
34

1 

運
輸

 
3,

39
6 

3,
32

9 
68

 
2,

40
7 

2,
33

2 
75

 
1,

61
3 

1,
49

3 
12

0 
95

7 
73

2 
22

5 

 
運
輸
旅
客

 
2,

10
7 

2,
04

3 
64

 
1,

37
2 

1,
30

3 
68

 
85

8 
75

0 
10

8 
50

8 
32

8 
18

0 

 
運
輸
貨
物

 
1,

28
9 

1,
28

6 
3 

1,
03

5 
1,

02
8 

7 
75

5 
74

3 
12

 
44

9 
40

4 
45

 

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

20
10

年
比

 
 

 
-3

2%
 

 
-5

9%
 

 
-7

5%
 

 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー

20
10

年
比

 
 

 
-2

3%
 

 
-4

8%
 

 
-6

4%
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 表
A3
-2
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
（
新
技
術
＆
ス
リ
ム
化
ケ
ー
ス
）
 

 

20
10

 
20

20
 

20
30

 
20

50
 

総
量

 
P

J 
石
炭

 
石
油

ガ
ス

原
子 力

再
エ ネ

総
量 P
J 

石
炭

石
油

ガ
ス

再
エ ネ
 

総
量 P
J 

石
炭

石
油

ガ
ス

再
エ ネ
 

総
量 P
J 

石
炭

石
油

ガ
ス

 
再
エ ネ
 

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給

19
,6

69
 

25
%

 
36

%
21

%
13

%
5%

13
,2

86
 

22
%

30
%

38
%

10
%

 
8,

02
3 

11
%

23
%

38
%

27
%

4,
92

3 
2%

0%
25

%
 

73
%

 

発
電
用
投
入

 
9,

17
9 

29
%

 
9%

27
%

27
%

7%
5,

83
7 

31
%

10
%

47
%

12
%

 
3,

04
9 

4%
1%

53
%

41
%

1,
69

0 
0%

0%
0%

 1
00

%
 

熱
利
用
（
電
気
は
除
く
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

 
9,

64
2 

20
%

 
61

%
16

%
 

4%
7,

39
6 

16
%

45
%

31
%

8%
 

4,
88

0 
16

%
37

%
29

%
18

%
3,

22
9 

3%
0%

38
%

 
58

%
 

産
業

 
4,

62
5 

40
%

 
34

%
18

%
 

7%
3,

58
5 

32
%

22
%

37
%

9%
 

2,
66

3 
29

%
23

%
41

%
10

%
1,

70
3 

6%
0%

71
%

 
23

%
 

 
非
製
造
業

 
33

2 
0%

 
88

%
12

%
 

0%
29

1 
0%

66
%

30
%

5%
 

24
9 

0%
65

%
31

%
5%

24
9 

0%
0%

54
%

 
46

%
 

 
製
造
業

 
5,

70
8 

43
%

 
31

%
19

%
 

8%
4,

48
1 

35
%

18
%

37
%

10
%

 
3,

32
1 

31
%

19
%

42
%

10
%

2,
03

0 
7%

0%
74

%
 

19
%

 

家
庭

 
2,

15
4 

0%
 

58
%

40
%

 
2%

1,
84

2 
0%

29
%

44
%

27
%

 
97

0 
0%

0%
0%

10
0%

1,
14

8 
0%

0%
0%

 1
00

%
 

業
務

 
1,

63
3 

0%
 

59
%

41
%

 
0%

1,
17

7 
0%

29
%

71
%

0%
 

70
6 

0%
30

%
70

%
0%

37
5 

0%
0%

0%
 1

00
%

 

運
輸
燃
料
（
電
気
は
除
く
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

運
輸

 
3,

32
9 

 
10

0%
 

 
0%

2,
33

2 
 

92
%

8%
0%

 
1,

49
3 

 
78

%
15

%
0%

73
2 

 
0%

0%
 1

00
%

 

 
運
輸
旅
客

 
2,

10
7 

 
10

0%
 

 
0%

1,
37

2 
 

99
%

1%
0%

 
85

8 
 

90
%

3%
0%

50
8 

 
0%

0%
 1

00
%

 

 
運
輸
貨
物

 
1,

28
9 

 
10

0%
 

 
0%

92
9 

 
82

%
18

%
0%

 
68

1 
 

67
%

27
%

0%
37

3 
 

0%
0%

 1
00

%
 

四
捨
五
入
の
た
め
合
計
は
あ
わ
な
い
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 表
A3
-3
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

CO
2
排
出
量
推
移
（
新
技
術
＆
ス
リ
ム
化
ケ
ー
ス
）
単
位
百
万

t-
CO

2 

19
90

20
10

20
20

20
30

20
50

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給

 
1,

05
9

1,
12

3 
78

8 
36

3 
69

 

エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換

 
 

50
3 

35
3 

10
9 

0 

 
発
電
（
自
家
発
電
も
含
む
）

 
 

42
1 

33
8 

95
 

0 

 
産
業
用
蒸
気
（
主
に
素
材
製
造
業
用
）

 
 

44
 

16
 

15
 

0 

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

 
 

62
2 

43
6 

25
4 

69
 

産
業

 
 

29
7 

21
1 

15
2 

69
 

 
非
製
造
業

 
 

22
 

17
 

15
 

7 

 
製
造
業

 
 

27
5 

19
4 

13
7 

62
 

 
 
素
材
系

 
 

16
5 

11
1 

73
 

24
 

 
 
非
素
材
系

 
 

11
0 

83
 

65
 

38
 

家
庭

 
 

61
 

42
 

0 
0 

業
務

 
 

39
 

26
 

10
 

0 

運
輸

 
 

22
5 

15
6 

91
 

0 

 
運
輸
旅
客

 
 

13
7 

89
 

47
 

0 

 
運
輸
貨
物

 
 

88
 

60
 

39
 

0 

19
90

年
比

 
 

6%
-2

6%
-6

6%
-9

4%

20
10

年
比

 
 

 
-3

0%
-6

8%
-9

4%
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